様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　2月　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃすきや                
一般事業主の氏名又は名称　株式会社すき家                
（ふりがな） ささかわ　なおき         
（法人の場合）代表者の氏名 　笹川　直樹       印   
住所　〒１０８－００７５
東京都港区港南２－１８－１JR品川イーストビル
法人番号　2010401093920　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①弊社ホームページ　すき家の取り組み　すき家のDX

	公表日
	①2021年　12月　13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①すき家ホームページ（DXへの積極的な取り組み）
https://www.sukiya.jp/about/dx/

	記載内容抜粋
	　現在、第4次産業革命とも呼ばれる人工知能（AI)・クラウド・IOT・セルフオーダー/セルフキャッシング等の技術革新やITによるデータ活用により、定型労働に加えて非定型労働においても自動化が進展しています。
　すき家は「世界から飢餓と貧困を撲滅する」というゼンショーグループの基本理念の下で「お客様に安全でおいしい食を手頃な価格で提供する」を使命として、メニューの開発から食材の調達、製造・加工、物流、販売に至る全過程を自ら企画・設計し、一貫してコントロールするMMD（マス・マーチャンダイジング）システムを運営しています。
　会社の骨子であるMMDを更に進化させ、お客様の利便性と従業員の職場環境を向上させるために、すき家はDXを経営上取り組むべき重要課題とし、積極的な改革・新たな価値創造の取り組みを実行していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・取締役会の承認に基づいた外部公開資料
・機関承認されたゼンショーホールディングスの方針（有価証券報告書記載）にグループ内企業である当社も準拠しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①弊社ホームページ　すき家の取り組み　すき家のDX
②ゼンショーホールディングスホームページ　企業情報　DX(デジタルトランスフォーメーション)

	公表日
	①2021年12月13日
②2023年7月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：①業態公式Webサイト上での公表
②ゼンショーホールディングスホームページ上での公表

公表場所：①すき家公式サイト→すき家の取り組み→すき家のDX
②TOPページ→企業情報→DX(デジタルトランスフォーメーション)

記載箇所：①https://www.sukiya.jp/about/dx/「すき家のDX戦略」具体的なDX施策
②https://www.zensho.co.jp/jp/company/dx/ DX(デジタルトランスフォーメーション)内“DX人財の採用と育成”

	記載内容抜粋
	すき家の店舗・本部、およびゼンショーホールディングスの物流・工場などの各工程において、人工知能（AI)・クラウド・IOT等の先端技術を利用し積極的にDXへ取り組むことで、業務の効率化・自動化と新たな価値創造を推進します。
1.　店内業務効率化のために、POSシステムのほか、券売機、セルフサービスの注文システムやキャッシングレジシステムを導入しております。
2.　お客様利便性向上及び店内業務効率化のために、決済手段として現金のほかクレジットカード、電子マネー等の非現金決済手段の導入を進めております。
3.　仕入調達については、ゼンショーホールディングスのグループ食品安全保証本部による仕入先の安全性認証のもと、国内外の仕入先の開拓に努め、グループ内仕入共通システムの下で仕入れコストの低減を図っております。
ドライブスルー、モバイルオーダー、デリバリーなどマルチチャネルへの対応を率先して推進しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	株式会社すき家、およびゼンショーホールディングスの取締役会の承認に基づいた外部公開資料。
機関承認されたゼンショーホールディングスの方針（有価証券報告書記載）にグループ企業である弊社も準拠しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①DX推進体制
公表方法：業態公式Webサイト上での公表
公表場所：すき家公式サイト→すき家の取り組み→すき家のDX
記載箇所：https://www.sukiya.jp/about/dx/
「DXへの積極的な取り組み」下部にDX推進体制図を記載

②DX人財の採用と育成
ゼンショーホールディングス グループIT本部の方針に沿って人財育成を実施しています。
参考：ゼンショーホールディングスホームページ　企業情報　DX(デジタルトランスフォーメーション)内“DX人財の採用と育成”https://www.zensho.co.jp/jp/company/dx/

	記載内容抜粋
	①DX（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みと、社内の主幹部門として、DX推進室がすき家のDXを推進する体制を公表しております。
併せてゼンショーホールディングスグループIT本部のDX推進体制と連携しながら、DX戦略を企画・推進する体制を整備しています。
②ゼンショーホールディングスでは、全社的なDXリテラシーの向上および業務DXの効率的な実現を目的として、 「グループIT本部」がDX人財の採用と教育を主導しています。
特に社内の各種DXプロジェクトの中核となる「DX推進室」では、 新卒・キャリア採用および社内公募制度による抜擢など、DX人財の採用を積極的に行っています。 配属時、個人の能力に応じたDX専門スキル研修を行うことでスキルアップを図り、 その後のキャリアプランに合わせた配置・課題設定等による人財育成を計画的に実施するなど、 グループ全体の継続的なDX推進エンジンとしての体制強化に努めています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：業態公式Webサイト上での公表
公表場所：すき家公式サイト→すき家の取り組み→すき家のDX
記載箇所：https://www.sukiya.jp/about/dx/
「すき家のDX戦略」“■DX展開の環境整備”

	記載内容抜粋
	人工知能（AI)・クラウド・IOT等の先端技術の活用を積極的に行うとともに、システム開発環境の整備・拡充に努めております。
・お客様のご利用体験をより快適にするため、レジ、券売機、セルフオーダー端末、モバイルオーダーＵＩなど、お客様との接点となる各種ソフトハードの標準化単純化を推進します。
・店舗からの売上、販売、勤務状態など各種データのクラウドシステム上への集約、統合と分析を継続的に行い、お客様や従業員のニーズに応える店舗運営、改善の基盤とします。
・店舗、工場、物流、本部というＭＭＤ各工程での自動化、省人化と生産性向上を実現するためのツールとしてＡＩ、ＲＰＡ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどの先端技術の開発、導入、展開に取り組みます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	弊社ホームページ　すき家の取り組み　すき家のDX


	公表日
	2021年  　12月　　10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：業態公式Webサイト上での公表
公表場所：すき家公式サイト→すき家の取り組み→すき家のDX
記載箇所：https://www.sukiya.jp/about/dx/「すき家のDX戦略」“■DX戦略の達成状況”内

	記載内容抜粋
	当社は、経営指標(KPI)として売上高、営業利益、経常利益、当社純利益、売上高営業利益率、売上高経常利益率、ROEを重視しております。
中期経営戦略を実行する上で必要となるシステム構築やDX推進の取り組み状況は、下記３つの観点にて起案から投資判断、実績の評価までを一貫して実施しております。
1.　お客様の利便性の追求
2.　環境変化への柔軟かつ迅速な対応
3.　店舗・工場・物流・本部生産性の向上
競争上DX指標を公表していない項目についても、年初予算時に目標を設定し、投資時には稟議決裁の上実行しています。戦略推進に伴うプロジェクト起案、プロジェクト報告は定期会議やレビューボードにより評価・共有するITガバナンス体系を設けております。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年12月10日
②2023年6月23日
③2018年6月12日

	発信方法
	①弊社ホームページ　すき家の取り組み　すき家のDX
https://www.sukiya.jp/about/dx/
②ゼンショーホールディングスホームページ　トップメッセージ（株主・投資家の皆様へ）
https://www.zensho.co.jp/jp/ir/management/message.html
代表取締役会長 兼 社長 小川 賢太郎による発信
③ZDNet Japan ガートナー社ユーザー事例特別講演
https://japan.zdnet.com/article/35134373/

	発信内容
	①株式会社すき家COO笹川直樹から、業態DXの推進を宣言しています。
②コロナ禍の3年間、当社ではグループ一丸で技術革新・デジタルトランスフォーメーションに積極的に取り組み、販売チャネルの拡大、店舗水準の向上や商品開発に注力し、変化に対し柔軟かつ機敏に対応してまいりました。
③技術革新の取組として、20年間で売上を36倍にしたゼンショーの、その実現を支える「自動化」を中心としたIT戦略について講演しております。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　　12月頃　～　　　2024年　　1月頃


	実施内容
	DX推進指標自己診断チェックシートによるアセスメントを実施し、IPAの自己診断結果入力サイトより提出しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2022年　　10月頃　～　　　2023年　　3月頃


	実施内容
	下記、ゼンショーホールディングスが実施した内部、外部監査の範疇に株式会社すき家も包含されます。
グループリスク管理規定に従い、「情報セキュリティ」に係る各種リスク対策を策定しており、リスクが顕在化した場合、迅速かつ適切な対応を行い、結果を「総合リスク管理・コンプライアンス委員会」に報告し、経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては適宜、取締役会に報告し、必要な指示を受ける仕組みが確立されております。

また上記方針に従い、年1回情報セキュリティの外部監査を添付内容の通り実施しております。
添付①AWS SOC 2 Report



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

